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第三者意見

明治大学国際日本学部
学部長・教授

鈴木 賢志氏

東京大学、英国ロンドン大学を経て英国ウォーリック大学政治・国際研究科博士課程修了。
専門分野は政治経済学。一般社団法人スウェーデン社会研究所代表理事・所長。

現在は、社会・経済の環境変化が国の社会システムをどう変化させ、
企業や人間の心理・行動にどのような影響を与えるかを研究課題としている。
スウェーデンで約10年間、教育・研究に携わった経験を持つ。

　本年度の報告書を開くと、国連が示している「持続可能な開発

目標」の 17のマークがまず目に飛び込んできました。「持続可能な

開発（Sustainable Development）」という考え方は、1992年の

国連環境開発会議（地球サミット）で広まり、今や子どもでも知って

います。しかし「言うは易く行うは難し」で、16年経った今でも、世界

がなかなかそのような方向に舵を切れていないというのも、また

事実です。

　ところで、そもそも「持続可能な開発」とは何を意味するので

しょうか。この概念の端緒と言われる「環境と開発に関する世界

委員会」（ブルントラント委員会）が 1987年に発表した「Our 

Common Future」という報告書には「人間には、将来世代が需要

を満たす力を損なうことなく、現在の需要を満たすことを保証する

形で、開発を持続可能にする力がある」という記述があります。これは

言いかえれば、目先の利益を追求することは大切だけれども、それが

将来の可能性を犠牲にする形で行われてはならないということです。

　先に述べたように、これを実現させていくのは非常に難しいこと

ですが、御社がその実現を企業の社会的責任として捉え、これまで

行ってきたさまざまな活動をその枠組みに位置づけていくことを

明確にしたのは、とても良いことであると思います。

　さらに報告書では、CSRを構成する項目ごとに、それぞれが「持続

可能な開発目標」のどの目標に該当するのかを示しています。これ

は各項目において御社がいかなる姿勢で臨んでいるかを知る上で

とても良いことです。たとえば「ガバナンス」の項目では「人や国の

不平等をなくそう」「平和と公正をすべての人に」の目標が該当する

とされています。国連はその性格上、国や社会を念頭に置いて

議論を進めているので、１つの企業に当てはめるには無理がある

ようにも見えますが、企業は社会の一部であり、そこで働く人々に

とっては、それが人生の大きな部分を占めていることは間違い

ありません。したがってその企業の運営方法＝ガバナンスの構築に

おいて、平等、平和、公正を意識することはとても大切なことです。

本報告書でそのことを明示することで、私のような第三者が御社の

理解を深めると同時に、おそらくは御社で働いている方々におい

ても、自分が所属する組織がいかなる方針によって運営されている

のかを確認することができて、良いことであると思います。

　ところで「社会」の項目において、今年から新たに外国籍従業員の

採用・活躍推進について、従業員の研修やデータの公開を始めた

ことが目を引きました。私自身に長く海外で働いた経験があり、また

現在、大学の教員として毎年100人以上の留学生と接しています

ので、日本の企業がいかに文化的に閉鎖的かということを思い知る

場面が多々あります。データに示されているように、御社において

は外国籍の従業員はまだ少数ですが、これからその数が増えること

は間違いありません。その時に重要になってくるのは、実は入社して

くる方々よりも、それを受け入れる側の方々の教育です。それは単に

TOEICで良い点を取れということではなく、異なる文化背景を持つ

部下や同僚、あるいは上司と、どう接していくのか、そこからプラスの

効果を生み出すためには何が必要かということを一人ひとりが考え

なくてはなりません。まずは日本に来たのだから、日本語を学べ、日本

の文化を学べというのはわかりますが、単純に「郷にいては郷に

従え」を押し付けているのでは、トップメッセージに掲げられている

「一人ひとり異なるパーソナリティがお互いに啓蒙しあうことにより

生まれる新しい発想」を得ることはできません。この問題は御社に

限らず、日本企業が全体として抱えているものですが、もはやそこ

から目を背けることが出来なくなっているという現実をしっかりと

認識する必要があると思います。もちろんこのことは、女性、障がい

者、シニアという、伝統的ないわゆる「男性モーレツ社員」のカテゴ

リーに属さない方々の力をいかに最大限引き出していくのか、という

問題にも通じるものです。

　そうはいっても「現状まだそれほどでもないから…」と思ってしま

うのが人の性です。しかしそれは環境破壊と同様に、現在の問題を

将来世代に付け回しすることと何ら変わりません。本報告書で「持続

可能な開発目標」を明示するようになったことで、こうした意識改革

が一層進むよう、期待しています。

会社概要（2018年3月31日現在） 社 名 東芝テック株式会社   TOSHIBA TEC CORPORATION

本社所在地 〒141-8562  東京都品川区大崎1-11-1  ゲートシティ大崎ウエストタワー

代 表 者 代表取締役社長　池田 隆之

設 立 1950年2月21日

資 本 金 399億円

連結従業員数 19,780人 （国内 6,770人  海外 13,010人）

連結子会社数 79社 （国内 7社  海外 72社）

連結業績（2018年3月期）

地域別の売上高と従業員数  連結子会社数 （日本 7社　米州 14社　欧州 36社　その他 22社）

国内および海外市場向け
POSシステム、国内市場向
け複合機、国内市場向け
オートIDシステムならびに、
その関連商品の開発・製造・
販売・保守サービス

リテール
ソリューション事業 

プリンティング
ソリューション事業

事業別
売上高構成
※内部消去前海外市場向け複合機、海外

市場向けオートIDシステム
およびその関連商品、なら
びに国内および海外市場
向けインクジェットの開発・
製造・販売・保守サービス

※オートＩＤシステムとは、ハード・ソフトを含む機器により、自動的にバーコード、
ＩＣタグなどのデータを取り込み、内容を識別・管理するシステムをいいます。20142013 2015 2016 （年度）
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連結従業員数合計
6,770人
日本 34%

4,234人
米州 22%

5,991人
その他 30%

2,785人
欧州 14%

484億円
その他 9%

2,178億円
日本 42%

1,005億円
欧州 20%

1,467億円
米州 29%

東芝テックの会社概要

連結売上高合計

5,133億円
2018年3月期


